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1. 農業・農村開発分野における生物多様性の重要性 

1.1 生態系サービスと農業の関係 

農業は、自然環境から提供される多様な「生態系サービス」に依存して成り立ち、これらのサービスに

は、作物の受粉、土壌の形成と養分循環、水の浄化、病害虫の制御、気候の調整などが含まれる。これ

らの生態系サービスの機能は、農業生産の基盤であると同時に、地域住民の生活の質や食料安全保障に

も深く関わっている。例えば、受粉を担う昆虫類（ミツバチ、チョウなど）は、果樹や野菜の収量と品

質に直接影響を与える。また、森林や湿地などの自然環境は、水源の涵養や洪水の緩和といった調整機

能を果たし、農村地域の災害リスクの軽減にも寄与している。 

 

しかし、近年の農業開発においては、単一作物の大規模栽培（モノカルチャー）や過度な農薬・化学肥

料の使用、森林伐採や湿地の埋め立てなどが、生物多様性の損失を加速させている。これにより、受粉

者の減少による収量低下や、土壌劣化による農地の生産力低下など、生態系サービスの供給能力低下に

伴い、農業の持続可能性が脅かされる事例が報告されている。さらに、周辺水域への農薬・肥料流出、

淡水の過剰利用、さらには土壌からの温室効果ガス排出による温暖化など、多岐にわたる影響を及ぼし

うるセクターともなっている。 

 

こうした中、生態系サービスの恩恵を最大限引き出しながら生産を行う「環境再生型農業1」のような

アプローチの見直しが進められている。不耕起、無施肥、無農薬とすることで、土壌生態系の昆虫類、

微生物、菌類や細菌類等の生息環境を維持し、また生育植生を多様化することで地上部および地下部の

生物多様性を高め、更に植物による土壌被覆を通じて土壌保全や保水力を高め、気候変動にもレジリエ

ントな農業（適応策）／炭素保全型農業（緩和策）として注目される。このように、農業が生態系に正

負双方の影響を与えうる中で、ネイチャーポジティブな農業の営みへの転換を図ることが、農業の生産

性とレジリエンス（回復力）を高めるための戦略的な投資として位置づけられつつある。 

 

1.2 地域社会・文化とのつながり 

農業・農村地域における生物多様性は、単なる生態的資源にとどまらず、地域の文化、伝統、社会構造

とも深く結びついている。多くの地域では、在来種の作物や家畜が、世代を超えて受け継がれ、地域の

食文化や祭事、伝統的な農法の中で重要な役割を果たしてきた。これらの在来資源は、気候や土壌条件

に適応しており、外来種に比べて環境変化への耐性が高い場合も多い。 

 

また、地域住民が自然環境と共生し培ってきた慣習や伝統的知識は、持続可能な資源管理の知恵として

再評価されている。例えば、棚田の水管理や混植・輪作の技術、自然のサイクルに合わせた農作業の暦

などは、生物多様性を維持しながら生産活動を行う実践例である。農業・農村地域における農村環境は

農地・里地里山2・河川・ため池など多様な生態系要素から構成され、食料供給だけでなく、水源涵養、

 
1 不耕起、無施肥、無農薬等を基本原則とし、土壌生態系の多様性を高めるアプローチ 
2 里地里山とは、原生的な自然と都市との中間に位置し、集落とそれを取り巻く二次林、農地、ため池、草原など
から構成され、農林業等に伴う人間の働きかけを通じて形成・維持されてきた地域を指す。（環境省「里地里山の
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受粉、害虫抑制、景観形成など多様な生態系サービスを提供している。農村環境における生態系は農業

生態系とも呼ばれており、農地（水田、畑、果樹園、牧草地、焼畑農地など）を中心に人間の営農活動

によって伝統的に形成・維持される人工的な生態系である。 

 

生物多様性の保全は、こうした地域の文化的価値や社会的結束を支える基盤である。農村地域において、

自然環境の保全活動に住民が主体的に関わることで、地域のアイデンティティが強化され、観光や特産

品開発などの地域振興にもつながる可能性がある。さらに、女性や若者が生物多様性に関わる活動に参

画することで、ジェンダー平等や世代間の協働も促進される。 

 

このように、生物多様性は農業の生産基盤であると同時に、地域社会の持続可能な発展を支える多面的

な価値を有している。農業・農村開発分野において生物多様性の重要性を正しく理解し、事業の計画・

実施・評価においてその視点を組み込むことが、真に持続可能な開発を実現する鍵となる。 

 

1.3 農業分野におけるネイチャーポジティブに向けた国内外のイニシアチブ 

2022 年に採択された「昆明・モントリオール生物多様性枠組（GBF）」では、2030 年までに生物多様

性の損失を止め、反転させる「ネイチャーポジティブ」の実現が国際目標として掲げられ、この枠組み

の中で IPBES（生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学-政策プラットフォーム）は、農業

慣行の転換と生態系サービスの活用を通じた複数課題の同時解決を提言している3。UNEP や IUCN、

FAO、世界銀行などは、自然を活用した解決策（Nature-based Solutions：NbS）を活用した政策統合

や実践的手段（例：アグロフォレストリーや湿地の再生、土壌保全型農業など）を推進している4。ま

た TNFD は自然関連リスク・機会の開示を通じて、農業事業者を含む企業の意思決定や資金の流れに

変革を促している5。 

こうした流れを受け、多国間開発銀行（MDB）は、2025年11月に「自然ファイナンス共通原則

（Common Principles for Tracking Nature Finance）」を改訂し、新たにMDB共通「自然ファイナン

ス・タクソノミー（Common Nature Finance Taxonomy）」6を導入し、自然ポジティブに資する投

資・事業を、①生物多様性・生態系サービスの保全・回復、②自然損失の直接要因の低減、③経済セク

ター横断的な自然を活用した解決策（NbS）の統合、④これらを可能とする政策・制度・計画・ツール

の設計・実施、の4区分で整理している。本タクソノミーは、森林・農業・水産分野（林業、作物栽培、

 

保全・活用」） 
3 IPBES (2019). “Global Assessment Report on Biodiversity and Ecosystem Services”. https://ipbes.net/global-
assessment 
4 IUCN (2020). “Guidance for using the IUCN Global Standard for Nature-based Solutions”. 
https://iucn.org/resources/publication/iucn-global-standard-nature-based-solutions-first-edition 
FAO (2021). “Nature-based Solutions in Agriculture, Sustainable Management and Conservation of Land, 
Water and Biodiversity”. https://openknowledge.fao.org/server/api/core/bitstreams/c9aa3745-ab2b-41bd-
a3ba-c8ea3ef4582b/content 
5 TNFD. Additional Sector Guidance: Food and agriculture (2024). https://tnfd.global/wp-
content/uploads/2024/06/Additional-Sector-Guidance-Food-and-Agri.pdf?v=1719526279 
6 World Bank (2025). “MDB Common Nature Finance Taxonomy”. 
https://www.worldbank.org/en/topic/environment/publication/mdb-common-nature-finance-taxonomy 
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畜産、漁業及び養殖業等）を含む7セクター7における適格活動を標準化し、自然ファイナンスの一貫性

と透明性を高める枠組みとして位置づけられている。さらに、国際資本市場協会（ICMA）は、2025年

6月に「自然のためのサステナブル債券：実践者向けガイド（Sustainable Bonds for Nature: A 

Practitioner’s Guide）」8を公表し、生物多様性・自然資本に貢献する事業を対象としたサステナブル

債券の実務指針を提示するなど、国際資本市場においても都市・地域開発分野を含む自然関連投資の拡

大が進んでいる。 

国内では、環境省が策定した「第 6 次生物多様性国家戦略 2023-2030（2023 年）」において、農地や

里地里山の保全が 30by30 目標の達成に向けた重要な柱とされている。さらに、「環境白書・循環型社

会白書・生物多様性白書（2023 年）」では「ネットゼロ、循環経済、ネイチャーポジティブ経済」を

掲げ、持続可能な農業・循環型農業・生物多様性保全・脱炭素化などが重要な柱として位置づけられて

いる。農林水産省は「生物多様性戦略（令和 5 年改定）」および「みどりの食料システム戦略」を通じ

て、有機農業の推進や自然共生サイト9の創出、地域資源の活用による環境負荷の低減を図っている。

これらの政策は、農業分野におけるネイチャーポジティブな経済移行を支える制度的基盤となっている。 

JICA は JICA グローバルアジェンダ（課題別事業戦略）に基づき、農業・農村開発においても気候変動

緩和・適応策と生物多様性保全を統合した事業設計を進めており、SDGs（特に目標 2、13、15）の達

成に貢献している。農業分野は、自然と共生する経済社会への移行を牽引する重要なフィールドとなっ

ている。 

なお、本ガイダンスを活用して開発事業における生物多様性主流化の検討を行い、生物多様性への貢献

が確認されたプロジェクトは、リオマーカー「生物多様性」としてOECD-DAC へ報告10するとともに、

対外発信を行うこととする。 

 

2. 農業・農村開発分野における生物多様性の主な課題とポテンシャル 

2.1 農業生態系の類型ごとの生物多様性に係る課題 

農業生態系は、作物や家畜（生産者・消費者）、害虫や益虫、鳥獣、雑草などの野生生物、土壌微生物

や水域生物（分解者）、水・土壌・気候などの非生物環境によって構成される。近年、開発に伴う都市

 
7 ①森林・農業・水産、②鉱業・エネルギー、③交通、④廃棄物・水・衛生、⑤産業・貿易・サービス、⑥金融、
⑦横断分野（再生可能自然資源管理、都市開発・防災、グリーンビルディング） 
8 International Capital Market Association (2025). “Sustainable Bond for Nature: A Practitioner’s Guide”. 
https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2025-updates/Sustainable-Bonds-for-
Nature-A-Practitioners-Guide-June-2025.pdf 
9 自然共生サイトとは、環境省が、民間等の活動によって生物多様性の保全が図られている区域（森林、里地里山、
都市の緑地、沿岸域等）として認定する区域のこと。これらの区域は、2030年までに陸域・海域の30％以上を効
果的に保全する「30by30目標」の達成に向けた取組の一環であり、保護地域との重複を除いた区域は、国際的に
「OECM（保護地域以外で生物多様性保全に資する地域）」として国際データベースに登録される。 
10 生物の多様性に関する条約の３つの目的である、生物多様性の保全、その構成要素（生態系、種、または遺伝資
源）の持続可能な利用、および/または遺伝資源の利用から生じる利益の公正かつ公平な配分のうち少なくとも1つ
に貢献しているプロジェクトに関して、2002年よりOECD-DAC のCRS 統計にてリオマーカー「生物多様性」とし
て実績を報告している。DAC におけるリオマーカー「生物多様性」付与の基準は以下の文書を参照： 
https://one.oecd.org/document/DCD/DAC/STAT(2018)26/FINAL/en/pdf 
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化の進展や農村人口の流出等により、農村環境における生物多様性の低下や地域環境の劣化が懸念され

る。これらの問題は、単に自然環境や生物多様性の保全にとどまらず、農業の生産性や地域住民の生活

にも直接的な影響を及ぼす。また、農業生態系は類型ごとに生物多様性の特徴や、生物多様性損失によ

って生じる課題が異なるため、それぞれの農業生態系に即した対策の検討が求められる。 

 

表1  農業生態系の類型ごとの特徴 

区分 農業生態系の特徴 

稲作／水田 湿地的環境で、水と土の相互作用により独自の生態系が形成される。水管理により季節ごとの環

境変化がある。トンボ、カエル、水生昆虫、水鳥など多様な水生・陸生生物が共存する。 

畑作／畑 作物や雑草が混在しやすく、耕起による撹乱も多いが、乾燥した開放的な環境で、昆虫や鳥類が

利用する。作物による差異が大きいが、草地性昆虫や地表性小動物が多い。雑草や周辺の生垣な

どが生物の生息地になる。 

畑作／焼畑農地 森林を伐採・焼却して一時的に耕作し、数年後に休閑・再生する伝統的農法。二次的な遷移過程

が生態系を形成する。開放的環境から森林への遷移に伴い、初期は草本・昆虫類が多く、後に森

林性生物へと段階的に移行する動的な多様性が特徴。 

園芸／果樹 樹木の存在により垂直的な環境が形成される。長期的な耕作が前提で、樹冠下に独自の植生や動

物群が生息する。鳥類、樹上性昆虫、小型哺乳類などが多い。地表の雑草層も重要な生物の生息

地になる。 

畜産／牧草地 放牧や刈り取りによって維持される半自然草地。草本植物が中心で、低木や木本が少ない。生物

のすみかとして重要な環境である。昆虫（バッタ、チョウなど）や草地性鳥類、地表性動物など

が生息する。放牧地は動物の糞や踏みつけが多様性に特に影響する。 

出典：JICA作成 

 

2.2 生態系サービスがもたらす農業・農村開発事業へのインパクト（依存） 

ミレニアム生態系評価（MA）や生態系と生物多様性の経済学（TEEB）は、生態系サービスを「供給

サービス」「調整サービス」「生息・生育地（基盤）サービス」「文化的サービス」の4類型に分類し

ている。農業・農村開発事業では、特に「供給サービス」（水資源やバイオマスの供給、遺伝資源の供

給等）、「調整サービス」（気候調節、水循環、土壌浸食の抑制／地力の維持、花粉媒介等）、および

「生息・生育地サービス」（生息・生息環境の提供、遺伝的多様性の維持等）が事業の持続性や生産性

にとって重要な役割を果たしている。 

 

生態系サービスが損なわれることで、農業・農村開発事業にはさまざまな負の影響が及ぶ。たとえば、

森林や湿地の減少による水資源の枯渇、土壌肥沃度の低下、受粉や病害虫抑制などの生態系機能の喪失、

気候調整機能の低下などが挙げられる。これらは農業生産性の低下や収穫の不安定化、災害リスクの増

大、地域住民の生活基盤の脆弱化につながる。さらに、自然環境の劣化は、地域社会のレジリエンスや

持続可能な発展にも深刻な影響を及ぼす。 

 

一方で、生態系サービスが維持・向上されると、農業の生産性や安定性が高まり、土壌や水資源の持続

的な利用が可能となる。例えば、健全な森林や湿地は水源涵養や洪水緩和に寄与し、多様な生物相は病

害虫の自然抑制や受粉サービスを提供する。これにより、農業事業の持続可能性が強化され、地域社会

のレジリエンスや自然との共生も促進される。生態系サービスの恩恵を最大限に活かすことで、農業・
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農村開発事業は長期的な安定と発展を実現できる。 

 

上記のとおり、農業・農村開発事業は生態系サービスに依存している度合が高いため、生態系サービス

がもたらす事業リスクと機会の両面を検討した上で事業設計・運用を推進することが、持続可能な農

業・農村開発事業の実現には不可欠である。 

 

2.3 農業・農村開発事業がもたらす生態系へのインパクト（影響） 

JICAの農業・農村開発事業は、地域の経済発展や食料安全保障の向上に貢献する一方で、適切な配慮が

なされない場合、生物多様性に対して負の影響を及ぼす可能性がある。特に、インフラ整備（灌漑施設、

道路、貯水池など）や農地拡張を伴う事業では、自然生態系の改変が避けられない場合がある。また、

開発事業の設計段階で生物多様性への影響評価が不十分であると、事業実施後に予期せぬ環境問題が発

生することもある。例えば、湿地の埋め立てに伴い農地化した結果、水鳥の生息地が失われたり、地下

水位が低下して地域の水資源が枯渇するなどの事例が報告されている。 

 

一方で、農業・農村開発事業が生態系サービスの向上やネイチャーポジティブな変化をもたらすケース

も存在する。例えば、輪作や混作など多様な作付体系の導入は、土壌肥沃度や生物多様性の維持に寄与

し、気候変動や病害虫被害への適応力を高める。減農薬・有機農業の推進は、水質や土壌環境の改善に

加え、地域の安全な食料供給を支える。棚田や湿地の保全・復元は、水源涵養や洪水緩和などの調整サ

ービスを強化し、災害時の被害軽減や安定した農業生産を実現する。農業用水路や生態系ネットワーク

の整備によって動植物の生息環境が回復し、地域の生態系サービスが強化される。こうした取組みは、

自然資本の持続的な利用を通じて、農村地域の災害対応力や生活基盤の安定化にもつながり、結果とし

て地域全体のレジリエンス向上に貢献する。 

 

農業・農村開発事業は、生態系サービスへの負の影響と正の影響の両面を持つため、事業の計画・実施

段階でリスクと機会を的確に評価し、ネイチャーポジティブな社会への貢献を最大化することが重要で

ある。 

 

3. 生物多様性主流化の実践（農業・農村開発分野） 

事業における生物多様性主流化とは、各事業の計画、実施、モニタリング、評価のすべての段階に自然

資本・生物多様性の視点を取り込み、実践することである。本章では、以下の 5 つのステップで農

業・農村開発分野における生物多様性主流化の実践方法を紹介する。なお、検討ステップの全体像は、

Part I「5. 生物多様性主流化の実践ステップ（概要）」を参照。 

 

3.1 ステップ１：事業と自然資本・生態系サービスとの接点の把握および対応策案の検討 

農業・農村開発分野における事業活動は、自然資本から多様な生態系サービスの恩恵を受けている一方

で、自然資本・生態系に対してさまざまな影響を及ぼしている。これらの依存と影響は、事業の対象地

域の生物多様性に深く関わる要素であり、適切な理解と対応が求められる。 
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本ステップでは、計画している事業活動が生態系サービスにどのように依存しているか、またどのよう

な形で自然資本・生態系に影響を与えているか（生態系サービスとの接点）について把握する。その際、

対象事業の主管部門が「セクター別 生態系インパクトマトリクス」を用いて、事業の生態系サービス

へ の 依存 度 や影 響度 合 いを 確認 す る。 当マ ト リクス は 、 ENCORE （ Exploring Natural Capital 

Opportunities, Risks and Exposure）11の評価を参照して作成されたものであり、事業活動と生態系サ

ービス（供給サービス、調整サービス、基盤（生息・生育地）サービス、文化的サービス）との接点の

度合いを5段階で評価している（図1参照）。さらに、「生態系インパクトへの対応策リスト」を参照

し（図2参照）、把握した接点に基づきどのような対応策が考えられるかについて初期的な検討を行う。 

 
出典：ENCOREの提供データをもとにJICA作成 

図1 セクター別生態系インパクトマトリクス（イメージ図） 

 

なお、対応策リストでは、表1に示す農業・農村開発分野の各活動について、想定される生態系インパ

クトに対する主な対応策を、図2の赤枠で示す箇所に整理している。 

表 1 農業・農村開発分野における生態系インパクト対応策を整理した各活動一覧 

NO. サブセクター 活動 

1 稲作 圃場水管理 

栽培技術・営農指導（播種、施肥、病害防除、水管理） 

優良種子生産 

農業機械化 

Food Value Chain（収穫、精米、貯蔵、流通） 

上記活動における共通アプローチ 

2 畑作（園芸以

外） 

土地利用計画 

栽培技術・営農指導（播種、施肥、病害防除、水管理） 

優良種子生産 

 
11 UNEP等が共同開発した自然資本評価ツール https://encore.naturalcapital.finance なお、ENCOREは企業・経
済活動を対象とした産業分類に基づく評価ツールであるため、JICA事業の固有の活動内容が必ずしも網羅されてい
ない点には留意が必要である。 

https://encore.naturalcapital.finance/
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NO. サブセクター 活動 

Food Value Chain（収穫、加工、流通） 

上記活動における共通アプローチ 

3 園芸 土地利用計画 

栽培技術・営農指導（播種、施肥、病害防除、水管理） 

優良種子生産 

Food Value Chain（収穫、加工、流通） 

上記活動における共通アプローチ 

4 畜産 畜産開発 

家畜衛生改善、疾病予防 

Food Value Chain（収穫、加工、流通） 

上記活動における共通アプローチ 

5 インフラ（灌

漑） 

土木建設：灌漑用調整ダム・頭首工・取水口の整備 

土木建設：灌漑システム、用水路、貯水池・井戸等 

圃場整備 

6 インフラ（灌

漑以外） 

土木建設：農村インフラ整備（農道等） 

土木建設：農村インフラ整備（農道等） 

出典：JICA作成 

 

 
出典：JICA作成 

図2 生態系インパクト対応策リスト（イメージ図） 

3.2 ステップ２：生態系インパクト（依存・影響）の特定 

WWFが提供するBiodiversity Risk Filter（BRF）12（以下、BRFイメージ図）などの外部ツールを活用

し（図3参照）、ステップ１で特定された生態系サービスとの接点における依存度や影響度合いを地理

的に評価する。本ステップは、協力準備調査や詳細計画策定調査の実施段階で行う。 

 

 
12 WWF Biodiversity Risk FilterはWWFが提供するオンラインツールで対象地域の生物多様性リスクを空間的に可
視化する。(https://riskfilter.org/biodiversity/home) 
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BRFは、ENCOREの産業別依存・影響評価を基礎としつつ、地域ごとの生物多様性状態（保護地域の分

布、樹木被覆の損失、希少種の生息域など）を33の指標に基づいて統合的に評価するツールである。

これにより、事業拠点や案件活動の対象地域が持つ生物多様性リスクを空間的に把握し、より精緻なリ

スク評価と対応策の検討が可能となる。 

 

 
                          出典：WWF Biodiversity Risk Filter（WWF） 

図3 WWF Biodiversity Risk Filterによる生態系リスクヒートマップ（イメージ図） 

3.3 ステップ３：生態系インパクトへの対応策の検討 

協力準備調査や詳細計画策定調査の実施段階では、事業活動と自然資本や生態系サービスの接点（依

存・影響）を踏まえ、リスクを最小限に抑え、且つ機会に繋げる適切な対応策を検討することが期待さ

れる。農業・農村開発分野は、既述のとおり生態系への依存度が高く、同時に影響を及ぼす可能性も大

きいため、対応策の検討は事業の持続可能性を左右する重要なステップである。 

 

対応策は、単にリスクを緩和するだけでなく、ネイチャーポジティブの視点を取り入れ、自然環境の回

復や地域社会への恩恵を生み出すことが求められる。対応策の検討にあたっては、別添資料「生態系イ

ンパクトへの対応策リスト」を参照しつつ、より実行性が高く、且つ効果の発現が期待できる活動を選

定する。リストは、農業分野の活動別に、生態系リスクを軽減し、機会を増大させるための対応策を例

示しており、リストのイメージは下図のとおりである。赤枠箇所が生態系インパクトへの対応策の事例

を示している。 

 
出典：JICA作成 

図4 生態系インパクト対応策リストと関連情報（イメージ図） 
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3.4 ステップ４：効果指標の設定 

協力準備調査や詳細計画策定調査の実施段階において、ステップ３の対応策の検討後、生態系の保全・

再生やリスク軽減にどのような成果をもたらすかを把握するための効果指標を併せて検討する。指標は、

対応策の効果を自然環境や生態系サービスの健全性・持続性などの観点から測定する『生態系指標』、

そして地域住民の生活の質、文化、社会的包摂、レジリエンスなどの観点から測定する『社会経済指標』

の２種類を検討する。 

 

指標の検討にあたっては、別添資料「生態系インパクトへの対応策リスト」で対応策ごとにまとめた指

標例を参照しつつ、案件特有の性質、自然・社会環境、文化・地域性などを考慮し、情報収集が可能な

指標を選定することが推奨される。当該リストでは、MDBガイダンスの考え方を参照して整理された

「生態系指標」13、及び「社会経済指標」を例示している。 

 

生態系指標 

▪ 特徴：IPBESやTNFDなど国際フレームワークに基づく「自然資本」「生態系サービス」の健全

性・持続性を測る指標 

▪ 指標例：水使用量、生物多様性指数、土壌有機物量、受粉者個体数、メタン排出量、湿地面積の

変化、土壌侵食量、農薬・肥料使用量、GHG排出量、緑地面積など 

 

社会経済指標 

▪ 特徴：JICAの「人間の安全保障」や持続可能性な開発目標（SDGs）の観点から、地域住民の生活

の質・福祉・包摂性・レジリエンスを測る指標 

▪ 指標例：農家世帯の所得向上率、飲料水アクセス率、健康被害発生率、女性や脆弱層の雇用・参

画割合、食料自給率、栄養改善指標、教育・研修受講率、現金収入向上率、家畜由来感染症の発

生率、灌漑インフラへの住民アクセス率、災害時の水供給継続率、地域雇用創出数、避難・復旧

体制の整備状況など 

 

これらの指標は、事業の成果を定量的に示すだけでなく、ネイチャーポジティブに向けた変化を国際的

に報告する際の根拠にもなる。 

 

3.5 ステップ５：モニタリング手法の検討 

協力準備調査や詳細計画策定調査の実施段階において、ステップ４で設定した効果指標をもとに、事業

の実施後に生態系や地域社会にどのような変化が生じたかを継続的に把握するためのモニタリング体制

を構築する。 

 

 

 
13 MDBガイダンスとは、’Financing Nature: A Practitioner's Guide to Results Metrics Selection’ (IDB, Nov 
2025) を指し、本ガイダンスでは指標を３つの類型（Response、Pressure、State）に分類して定義づけている。 
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主なモニタリング方法の例： 

▪ 定点観測（例：土壌・水質・植生の定期測定） 

▪ 住民参加型モニタリング（例：農民による在来種や野生動物の記録、伝統知識の活用） 

▪ リモートセンシングやGISの活用（例：森林被覆率や土地利用変化の把握） 

▪ 定期的なレビュー会議（例：地方政府・住民・JICA関係者による進捗確認や課題共有） 

 

実施体制の例： 

▪ 案件形成担当部署がモニタリング計画を策定し、現地行政や研究機関、NGO等と連携して実施 

▪ 住民や農業者の主体的な参画を促し、地域に根ざしたモニタリング体制を構築 

▪ モニタリングの結果は、事業の効果検証や次期計画へのフィードバック、サステナビリティ推進

室を通じて国際的なネイチャーポジティブ報告に活用されることも想定する。 
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